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1. 前回の有識者検討会の振り返り

2. 論点と仮説の共有及び議論

3. 今後のスケジュール
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有識者検討会（第7回）議事次第
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有識者検討会（第7回）の目的

本会議の目的

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」、「アジャイル開発採用
チェックリスト（案）」及び「アジャイル開発の採用可能な環境整備に向け
たロードマップ（案）」に対するインプットとして、以下2点に関して
有識者の方からご意見をいただくこと

✓ アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
✓ 最初のスプリント開始前の準備事項

有識者検討会（第7回）（以降、本会議）では、以下を目的としております。
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１．前回の有識者検討会の振り返り



5

1-1. 前回の開催日とアジェンダ

前回、第６回有識者検討会（１月８日（木）開催）では、「大規模アジャイルにおけるポイント、

アジャイル開発実践の評価、デジタル庁アジャイル開発体制」というテーマで議論していただきました。
回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00

前
回



論点①では、大規模アジャイル開発実践におけるポイントについて議論していただきます。

2-2. 論点①：大規模アジャイル開発実践におけるポイント（1/2）
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• アジャイル開発は小さく始めることがセオリーであり、一般的に開発規模が大きくなる（連携するチーム数が増える）ほど、コミュニケーションの
コスト増大等、アジャイル開発を阻害する要因は増え、プロジェクトの成功率は下がる傾向にある。※2

• 一方で、民間企業ではScrum@ScaleやLeSS等のスクラムを基にした大規模アジャイルフレームワークの実践例も存在しており、デジタル庁の
大規模なシステム開発においてもアジャイル開発の実践は不可能ではなく、開発規模の上限もないと考える。※4

• そのため、大規模なシステム開発におけるアジャイル開発実践に向けたポイント及び施策について幅広くご意見を伺いたい。
✓ このチーム数以上になると、格段に成果創出が難しくなる等のご経験がある場合は、ぜひご共有いただきたい。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、1チーム10名以上存在している、また３チーム以上多くのチーム連携を必要とする場合は
アジャイル開発の適用の有用性が低い/難易度が高いと記載されている。

• また、過去デジタル庁内でヒアリングを実施した際に、「一時的な利用を想定したものや、短期間で役目を終えるようなもので、比較的小規模な
システムの開発であれば、アジャイルによる合意形成は比較的簡単であり、成功する確率が上がる。一方、デジタル庁の経験を踏まえると、全工程
をアジャイルとする場合、開発は２～３億円が適正規模であり、７～８億円を超えると危険。１チーム（スクラム）７，８名で、２，３チームで
進める前提で、おおむね20～30名の人員規模が限界か？」といった意見があった。

• 大規模なシステム開発におけるアジャイル開発プロジェクトの成功率は低い※2とされており、当該規模のシステム開発においてアジャイル開発の
採用することは原則として推奨しない※3。一方、例外的にアジャイル開発を採用する場合に備え、その成否に大きく影響するポイントを明確化し、
「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」に記載する必要があると考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 複数チームが連携して成果をあげるためには、以下2つの要素がポイントであると考える。（詳細は次頁に記載。）
① 各チームが独立して利用者へ価値を提供できる状態（チーム間の依存関係が極力排除されている状態）
② 各チームが互いに連携できる状態（チームがプロダクトの目指す姿の実現に向けて有機的に連携できている状態）

• 上記2つの要素以外のポイントもあれば挙げていただきたい。

仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2「CHAOS Report 2015」を参考に記載
※3 成果を上げていないチームが大規模アジャイル開発を実践することは推奨しないが、成果を継続的に上げているチームが徐々に拡大していく場合には大規模アジャイル開発が上手くいくケースもある
※4  民間企業では100名を超える規模でアジャイル開発を実践されていた事例もある（詳細は参考文献一覧を参照）

• ３チーム以上が連携して開発を行う必要のあるシステム開発
※１チームあたり10名以下のスクラムチームを想定

大規模な
システム開発

の定義

前回検討会資料より再掲



論点①では主に「大規模アジャイルにおけるポイント」、「システムアーキテクチャや技術選定」、

「調達単位」、「大規模アジャイルフレームワークの活用」に対するディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（1/3）
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第６回有識者検討会の論点①のサマリ 今後の対応（案）

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」
（以降、ガイドブック）にアンチパターンとして
「複数チームがいきなり大規模でアジャイル開発を
始める」という旨を記載する。

• ガイドブックに大規模アジャイルにおいてもプロダ
クトゴールに対する共通理解が重要な点を記載する。

• ガイドブックに記載する「大規模アジャイル開発」
は「複数チームによるアジャイル開発」という表現
に変更する。

• まずは小規模で機能するチームを作り、そこから拡大していく等のステップを踏んで
いくのが望ましい。（岡島様）

• 大規模においても複数チームがプロダクトゴールを意識しながらシステム開発を進め
るのが重要である。（杉井様）

• 「大規模アジャイル開発」という表現は避け、「複数チームによるアジャイル開発」
等の他の表現に見直すのが良いのではないか。（佐野様）

大規模
アジャイルに
おけるポイント

• 複数チームによるアジャイル開発を実践する際は、
ガイドブックにチーム横断で技術選定やシステム
アーキテクチャ検討を担う役割（例：テックリー
ド）を置くことが重要である旨を記載する。

• 大規模システム開発においても、誰がシステムアーキテクチャに責任を持つのか、と
いった実務的な観点が重要である。（岡島様）

• データの流れや影響範囲を可視化する等、システムをまたいだ影響範囲を把握できる
状態にすることが重要。また、採用する言語やライブラリ等の技術選定やアーキテク
チャ検討を誰が責任を持って進めるかを決めておく必要がある。（杉井様）

システム
アーキテクチャ
や技術選定

• ガイドブックの「4-3-2. 調達仕様書の作成」の注釈
として、複数チームが他チームのテストへの協力や
技術的な影響範囲の確認を行う等の役割を調達仕様
書に記載する。

• 大規模アジャイルにおけるチームの単位と調達単位の組み合わせが問題になることを
想定。特に1つの調達が複数ベンダーにまたがる場合は、それぞれの責任範囲は調達
段階で整理するべき、と注釈に入れることが望ましい。（木村様）

調達単位

• 大規模アジャイルフレームワークの特徴の違いが分
かるようにガイドブックに各フレームワークの比較
表を参考資料として記載する。

• 大規模アジャイルフレームワークとして、NexusやLeSSは1つの大きなシステムを複
数チームでアジャイル開発を用いるために活用し、Scrum＠Scaleは組織全体のアジリ
ティ（俊敏性）を高めるために活用することが多いため、各フレームワークの目的が
異なる点に留意されたい。（佐野様）

大規模
アジャイル

フレームワーク
の活用



論点②では、スクラムチームに対する評価について議論していただきます。

2-3. 論点②：スクラムチームに対する評価（1/3）
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• スクラムチームに対する評価に関して、以下2点について議論していただきたい。

（A）評価項目
• アジャイル開発においてスクラムチームを評価するに当たって確認すべき観点としてどういったものが想定されるか。
• また、上記で挙げられた観点を満たすための評価項目としてどういったものを取るべきか。
• さらに、各評価項目に係るデータの具体的な取得方法（スプリントレビューでのヒアリング等）についても議論していただきたい。

（B）評価プロセス
• 評価主体として、どのような組織・立場のメンバーが担うのが望ましいか。
• 評価を実施する適切なタイミングや頻度はどの程度が望ましいのか。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、スクラムチームに対する評価方法への言及はない。
• 他方、アジャイル開発では利用者に対して継続的に価値を届けることが重要であるため、アウトプット（成果物）に対する評価ではなく、 
アウトカム（成果）に対する評価というように、スクラムチームに対する評価の考え方を変える必要がある。

• 特に官公庁のシステム調達は営利目的でなく、公共性が求められることから、民間企業のように収益性や売上額等のビジネス視点での評価が困難
である。そのため、官公庁におけるアジャイル開発を実施する際の評価の枠組み※2について整理することが求められる。

• そこで、アジャイル開発におけるスクラムチームに対する評価の考え方を明確にするため、 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」に
スクラムチームに対する評価項目や評価プロセスについて記載するのが良いと考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 論点②で取り扱うスクラムチームに対する「評価」は、給与を決めるための人事評価を指すのではなく、スクラムチームがプロダクトの想定利用者
に対して「どんな価値」が「どれだけの速さ」で提供できるか、その「効果はどうだったか」を測るための評価を指す。

評価の定義

• P.17に論点（A）、P.18に論点（B）に対する仮説を記載。仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 評価の枠組みは実施するプロジェクトの特性に合わせて、各スクラムチームが自ら設定することが望ましいが、一定の参考情報は用意しておくことが重要であると考える

前回検討会資料より再掲



論点②では主に「上位者への報告のための評価」、「ベンダー評価」、「課題解決のための評価」に

対するディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（2/3）
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第６回有識者検討会の論点②のサマリ 今後の対応（案）

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」
（以降、ガイドブック）について以下3点の要素を
追加する。

• チームのポジティブ稼働、ネガティブ稼働、
減らすべき稼働という観点

• 各指標を取得するタイミング
• ベロシティに関する注意点

• 民間において経営層にスクラムチームの状況を報告する際にデプロイ数やバグ数等に
加え、チームのポジティブ稼働（プロダクト価値向上に繋がる開発の稼働時間）、
ネガティブ稼働（障害対応や再発防止策などプロダクト価値に繋がらない稼働時間）、
減らすべき稼働（リリース作業やデータ集計作業など必要だが少ないほうがよい稼働
時間）についても計測していた。（杉井様）

• リリース前後で取得する指標は異なる想定。具体的には、リリース前はベロシティや
ストーリーポイント等のプロセスに関する指標をトラッキングし、リリース後は
プロダクト利用率やFour Keys等のプロダクトに関する指標をトラッキングするので
はないか。（佐野様）

• ベロシティの扱いには注意が必要。例えば、複数チームで開発を行う際にチーム間で
ベロシティを比較してはいけない。（佐野様）

上位者への報告
のための評価

• 「評価」という言葉は受発注関係があるとベンダー評価を連想しやすいため、評価の
言葉を使う意図を明確にする必要がある。（岡島様）

ベンダー評価

• ベンダー評価については、第3回有識者検討会の論点
③「準委任契約（履行割合型）における検査」で
議論済み、かつガイドブックの「4-3-4. 参考. 善管
注意義務の履行を確認する観点」に反映済みのため
対応不要。

• 評価の目的を以下２点に分けたうえで、それぞれ
プロセスや評価主体をガイドブックの中で記載する。

• PMO等の上位者への報告に向けた情報収集
• プロジェクトにおける課題解決に向けた

フィードバック

• プロジェクトにおける課題はスクラムでスプリントを回すだけでは顕在化しにくい傾
向がある。そこで、発注側1，2名と、受注側の営業責任者、また開発リーダー2名を
集め、月次でヘッドクォーターミーティングを実施し、その中でロードマップの変更
や人員配置等のプロジェクトにおける課題について議論・解決していた。（杉井様）

• 「評価」というよりは「フィードバック」という言葉が適切だと考える。実際に過去
の事例では、PMOという立場でスプリントレビューに参加し、スプリントレビューで
見るべき観点に関するフィードバック等を行っていた。（佐野様）

課題解決のため
の評価



論点③では、デジタル庁におけるアジャイル開発体制について議論していただきます。

2-4. 論点③：デジタル庁におけるアジャイル開発体制（1/3）

10

• アジャイル開発における適切な体制は一括りにはできず、プロジェクトの特性や状況に応じて最適な体制は異なると考えられる。
• そこで、論点③ではデジタル庁で実施するプロジェクトとして想定される2つのパターンを整理した上で、各パターンにおいて
アジャイル開発を効果的に進めるための体制における役割、想定タスク、想定担当者、想定人数の案を検討いただきたい。

✓ パターン①：新規プロダクトとして、小規模なWebアプリを開発するプロジェクト

✓ パターン②：他のスクラムチームと連携しながら、基幹システムを開発するプロジェクト
（開発対象としては特定の一つの領域（会計、人事等）をスクラムチームが開発を担うことを想定）

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※では、「デジタル庁内メルクマール運用準備体制（案）」としてアジャイル開発実施の
体制に関して記載されている。

• また、第4回有識者検討会における論点①「プロダクトオーナー選定条件と育成施策」では、プロダクトオーナーの選定条件に関する
議論が行われた。当該議論ではプロダクトオーナーの選定条件に留まらず、プロダクトオーナー補佐等といったプロダクトオーナーの
支援体制のあり方についても意見が交わされた。

• 上記の内容を踏まえ、プロダクトオーナーの支援体制を含めた、デジタル庁におけるアジャイル開発体制について「アジャイル開発採
用基準ガイドブック（案）」に記載するのが良いと考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• P.20にパターン①、P.21にパターン②に対する仮説を記載。仮説

※ 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す

前回検討会資料より再掲



論点③では主に「開発体制」、「業務領域に関する知識の重要性」、「スクラムチームの想定担当者」

に対するディスカッションがありました。

1-2. 前回の有識者検討会サマリ（3/3）
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第６回有識者検討会の論点③のサマリ 今後の対応（案）

• 「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」
（以降、ガイドブック）にパターン①はアジャイル
開発体制の参考情報として記載し、パターン②の大
規模アジャイル開発における体制例は記載しない。

• また、大規模アジャイル開発における失敗パターン
（アンチパターン）についてもガイドブックに記載。
（論点①「大規模アジャイルにおけるポイント」の
対応方針と同様）

• スクラムフレームワークから意図的に逸脱して記載
しているもの（例：プロダクトオーナー補佐を設け
る）についてはその理由や意図をガイドブックに
記載する。

• 適切なアジャイル開発体制はガイドブック等で数ページで語れるものではないと考え
る。開発体制は参考情報として記載する程度にとどめておくのがよい。（岡島様）

• 「パターン②：他のスクラムチームと連携しながら、基幹システムを開発するプロ
ジェクト」については単一のスクラムチームでの取り組みを大きく超える話について
は記載しない方が良いのではないか。（狩野様）

• 成功パターンの再現性は低いが、失敗パターン（アンチパターン）は一定の再現性が
あるため、これをガイドブック等に記載するのが良いのではないか。（佐野様）

• また、スクラムフレームワークの教科書的な内容ももちろん大事だが、現実的にはこ
うするのも一案というテーラリングしている部分の説明はガイドブックに記載してお
いた方がよいと考える。（佐野様）

• プロダクトオーナー同士が定期的に集まる緩やかなコミュニティとエピックの優先
順位付け等の明確な目的を持つプロダクトオーナーチームは異なるため、
プロジェクトの状況に応じて適切な形態を選択する必要がある。（佐野様）

開発体制

• ガイドブックにアジャイル開発体制図の参考を記載
する際、プロダクトオーナーの部分に「プロダクト
オーナーが業務領域の知見を有していない場合、
チーム外の有識者をスクラムチームにアサインする、
アドバイザーとして支援を受けられる体制を構築す
る等の対応を推奨」という注釈を記載する。

• プロダクトオーナーには業務領域に関する知見が求められるため、例えばスクラム
チーム外の有識者をチームにアサインする、アドバイザーとして支援を受けられる
状態にしておく等の工夫をすることで、ただ前例を踏襲する・過去経緯を踏まえない
等の判断をプロダクトオーナーがしてしまうことを防ぐことが重要。（杉井様）

業務領域に
関する知識の

重要性

スクラムチーム
の想定担当者

• 従来業務とプロダクトオーナー業務の両立による業
務負担過多については、プロダクトオーナー選定時
の留意事項として最低限必要な稼働率をガイドブッ
クに記載済みのため対応不要。

• ガイドブックに記載する予定の各役割の想定担当者
については別途デジタル庁内で検討予定。

• デジタル庁職員がプロダクトオーナーを担う際の想定担当者として、参事官補佐・係
長以外にも民間人材が考えられるため、その点を踏まえて整理するのが望ましい。ま
た、従来業務とプロダクトオーナー業務の両立は業務負担が大きくなることを懸念し
ており、それについても整理することが望ましい。（木村様）

• プロジェクトマネージャーを非常勤で起用するケースを検討するべき。（狩野様）
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２．論点と仮説の共有及び議論
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2-1. 本会議のアジェンダ

本会議は「会計監査・会計検査、最初のスプリント開始前の準備事項」というテーマで議論していただ

きます。
回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00

今
回
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参考. 会計検査と会計監査の違い

会計検査と会計監査は、実施機関等は異なるもの、検査（監査）の観点として、正確性、合規性、

経済性、効率性、有効性等から確認を行うという点では同じであり、後続の議論において両者の違いを

意識する必要はない。

※1 「内部監査（会計監査）充実・強化のためのガイドライン」を参考に作成
※2 「各府省等」は、衆議院、参議院、裁判所、会計検査院並びに内閣（内閣府を除く。）、内閣府及び各省を指す

項目 各府省等※2の会計監査（内部監査） 会計検査院の会計検査（外部監査）

実施機関 • 会計監査機構 （現状、会計監査機構は会計
担当課内に設置されているケースが多い）

• 会計検査院 （国会及び裁判所に属さず、内
閣から独立した憲法上の機関）

根拠法令 
等

• 各府省等の組織令、組織規則、個別規程 等 • 憲法第90条、会計検査院法第20条 等

主な対象 • 会計経理、予算執行 • 決算（会計経理、予算執行）

主な観点 • 正確性、合規性、経済性、効率性、有効性 等

実施方法 • 各府省等が独自に監査計画を策定し、それ
に基づき書面又は実地監査を実施。
実施結果は監査報告書にとりまとめ。

• 毎年次定める会計検査の基本方針に基づき
検査計画を策定し、主に「書面検査」「実
地検査」の２つの方法で会計検査を実施。

• 「書面検査」は、在庁して、検査対象機関
から提出された計算書や証拠書類等を検査
するもので、「実地検査」は、検査対象機
関の事務所や事業が実際に行われている現
場に会計検査院の職員を派遣して行う検査。

• 検査結果は検査報告等にとりまとめ。

会計監査と会計検査の違い※1 監査（検査）観点

効率性

• 同じ費用でより大きな成果
が得られないか、あるいは
費用との対比で最大限の
成果を得ているか

有効性

• 施策や事務・事業の遂行及
び予算の執行の結果が、所
期の目的を達成しているか、
また、効果を上げているか

正確性
• 決算の表示が予算執行等の

財務の状況を正確に表現し
ているか

合規性
• 会計経理が予算、法律、

政令等に従って適正に処理
されているか

経済性
• 施策や事務・事業の遂行及

び予算の執行が、より少な
い費用で実施できないか
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2-2. 論点①：アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項（1/2）

• 議論に当たり、会計監査及び会計検査を実施する職員がアジャイル開発の基本的な考え方や特性について一定程度の理解を有することを前提とする。
• アジャイル開発に関する経験が不足している場合等において、開発当初からアジャイル開発を適切に実践することは容易ではなく、進め方によって
は会計監査、及び会計検査の観点で指摘を受けるリスクがあると想定される。

• このような内容を踏まえ、今後発生しうるアジャイル開発の会計監査・会計検査対応に向けて、最低限これだけは事前に留意しておくべきだと考え
られる事項としてどのようなものが挙げられるかについて議論していただきたい。

論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、アジャイル開発に関する会計検査や会計監査に関する直接的な言及はないものの、米国の会計検
査院である、米国会計検査院（GAO）が作成したAgile Assessment Guideに関する記載がある。

• また、第５回有識者検討会の論点③「アジャイル開発におけるシステム監査」の中で、官公庁では会計検査院による会計検査が行われる場合がある
ということが、有識者から共有された。

• さらに、過去の会計検査院による調査研究※2では、アジャイル開発に関する会計検査の在り方について、以下のような指摘があった。
✓ 従来のウォーターフォール型と異なるアジャイル開発手法は、事前に詳細な仕様を確定させるのではなく、開発期間中に適宜ユーザーから

のフィードバックを受けて修正しながら完成させるものである。したがって、「実際のシステムが当初の仕様どおりに構築されているか」
という視点での検査は困難であり、システムがユーザーのニーズを満たしていることを検査するためには、仕様以外にも、ユーザーに示さ
れたテスト結果等の幅広い情報を活用して検査することが必要となる。

✓ アジャイル開発手法は、公共調達において、予算制度、会計法令の枠組みの中で、開発リスクの低減やコストダウンなどを目的として、従
前の調達の枠組みの中に取り入れられることが予想される。この場合は、アジャイル開発手法の導入により、情報システム全体のライフサ
イクルコストは低減できたかなどの視点も検査では重要になると考えられる。

• 他方、昭和22年度※3から令和6年度までの会計検査結果において、「アジャイル開発」に関する会計検査の事例は確認されていない。
しかしながら、今後デジタル庁をはじめとする他省庁においてアジャイル開発が適用される場合、会計検査の対象になる可能性がある。

• また、今後は会計検査に加え、各府省等で実施されている会計監査においても、アジャイル開発プロジェクトが対象となることが想定される。
• このため、アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項について、「アジャイル開発採用チェックリスト（案）」及び「アジャイ

ル開発採用基準ガイドブック（案）」に記載することを目的とし、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 次頁に会計監査・会計検査実施に向けた基本方針と、会計検査における指摘事項（想定）、及び指摘事項に対する予防を記載。仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 「欧州主要国等におけるIT化の進展に対応した会計検査の状況に関する調査研究」を指す
※3 会計検査院法（昭和22年法律第73号）が公布された年度

論点①では、アジャイル開発における会計監査・会計検査の観点であらかじめ留意しておくべき事項に

ついて議論していただきます。
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2-2. 論点①：アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項（2/2）

• 会計監査、及び会計検査において重視される観点には、正確性、合規性、経済性、効率性、有効性の5つがある。このうち、正確性・合規性は遵守
すべき大前提であり、システム開発手法の特性が直接影響する経済性・効率性・有効性（3E）の観点に絞って仮説を記載している。

• また、以下表に記載の内容は例であり、この仮説以外にも想定される指摘事項や予防（案）があれば、その内容について議論いただいて問題ない。

仮説

論点①に対する仮説は以下のとおりです。

※ 「Healthcare.gov: Ineffective Planning and Oversight Practices Underscore the Need for Improved Contract Management」、
「IT Systems Annual Assessment:DOD Needs to Strengthen Software Metrics and Address Continued Cybersecurity and Reporting Gaps」、
及び「Causes of UK Agile Mega-Project Failure Examined」において、挙げられた指摘事項を踏まえて仮説の「会計検査における指摘事項（想定）」を記載

指摘事項に対する予防

• 初期プロダクトバックログの作成やリリース計画、インセプション
デッキの作成を行う

• 利用者への提供価値や期待効果（アウトカム）をプロダクトバック
ログアイテム（PBI）に明記し、それに基づきPBIを管理（追加・修
正・削除・優先順位の見直し等）する

• 調達対象の特性に適合した契約形態(請負契約、準委任契約等)を採用

• 発注者（デジタル庁）のアジャイル開発に関する知識を向上させる

• スコープを確約する請負契約を採用する際は採用理由を明確にする

• 成果を図るための指標を明確にし、ダッシュボード等で可視化する

• スプリントやリリース単位での成果を可視化するバーンダウン
チャートを作成・運用する

• スプリントレビューの際にプロダクトのデモが実施できているか
（スプリントごとにインクリメントを開発できているか）を確認する

• Definition of Done （完成の定義）や、Definition of Ready（準備
完了の定義）を明確化する

• スプリントレビューでステークホルダーを招き、フィードバックを受
領する。また、その内容をPBIやドキュメントに残す

• スプリントレトロスペクティブを行い、振り返り結果を改善アクショ
ンとしてPBIを作成し、次スプリント以降に実施する

会計検査における指摘事項（想定）※

• 不十分な初期計画・要件整理のままシステム開発・
契約を開始した結果、無駄なコストが発生している
のではないか

• 契約形態と開発実態の整合性が取れておらず、コス
ト増を招いているのではないか

• 発注者（デジタル庁）側のガバナンス能力不足によ
り、同じコストで得られる成果が小さくなったので
はないか

• 進捗・成果を測る指標がなく、非効率な開発になっ
ているのではないか

• ベンダーのパフォーマンス管理が不十分ではないか

• 事業目的・利用者価値と開発成果が結びついていな
いのではないか

• 発注者が求める品質レベルが曖昧でプロダクトが使
える状態に到達していないのではないか

• 問題が正しく報告されず、是正されないまま進行し
ているのではないか

観点

経済性

効率性

有効性

カテゴリ

• 初期計画・
要件整理

• 契約・調達
の設計

• 知識向上

• 作業・成果
の可視化

• 品質基準の
明確化

• 監査・検査
証跡の確保

会計監査・検査
実施に向けた
基本方針

• 会計監査・検査に向けて特別な予防策の実施は不要であり、スクラムの透明性・検査・適応の三本柱を実現できるように、日々スクラム
フレームワークを適切に実践していれば、それが自然と指摘に対する予防となる
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2-3. 論点②：最初のスプリント開始前の準備事項（1/2）

• 今までのご経験を基に、スクラムチームとして最初のスプリント開始前において実施して効果が高かった準備事項はどういったものが
あるか、特に実践的な点を中心にコメントいただきたい。

• また、各準備事項を実施する際に気を付けるべきことは何かといった留意点等もご教示いただきたい。
論点

• 前提となる昨年度の調査研究の最終報告書※1では、アジャイル開発を実践する前に、インセプションデッキ※2等のプラクティスを活用
し、チームの方向性や目的を事前に共有することの重要性が示されている。

• また、環境や利用者ニーズの変化に柔軟に対応していくためには、ウォーターフォール開発以上に、発注元（デジタル庁）と委託先
（ベンダー※3）がOne Teamとして協働しながら開発を進めることが求められる。

• こうした協働関係を実現するためには、スプリント開始前の段階で、チーム内の共通理解を形成しておくことが重要であることから、
「アジャイル開発採用基準ガイドブック（案）」において、スプリント開始前に実施することが望ましい準備事項を示す必要があると
考え、論点として設定した。

論点設定の
背景・理由

• 次頁に最初のスプリント開始前の準備事項として代表的なものを記載。仮説

※1 「諸外国政府によるオープンソース化の取り組み及びアジャイル開発に関する調査研究」を指す
※2 「インセプションデッキ」とは、プロジェクトの全体像（目的、背景、優先順位、方向性等）を端的に伝えるためのドキュメントのこと
※3 デジタル庁内で開発の内製化を図る場合は、発注元と委託先という関係性は存在しなくなる点に留意

論点②では、最初のスプリント開始前の準備事項について議論していただきます。



18

2-3. 論点②：最初のスプリント開始前の準備事項（2/2）

• 以下のような内容が最初のスプリント開始前の準備事項の例として挙げられる。
• また、準備期間としては、東京都の事例※1を参考に2週間とし、開始時期としては事業本格稼働のタイミング（例：キックオフ
ミーティングを実施するタイミング等）を想定。

仮説

カテゴリ 準備事項 説明

インセプション
デッキ※2

「我々はなぜここにいるのか」の実施 • スクラムチームができた背景や目的を整理し、プロダクトを通じて本質的に達成したい状態や達成に向けた長期
的な目標を明確にする

「エレベーターピッチ」の実施 • プロダクトの作成を通じて解決したい課題や対象利用者、差別化要因を端的に30秒以内で説明できるようにする

「ご近所さんを探せ」の実施 • プロジェクトに関係するすべての人と、彼らの関心事を明らかにする

「解決案を描く」の実施 • 採用するプログラミング言語やライブラリ、ツール等の要素技術を決める

チームビルディン
グ

ワーキングアグリーメント • スクラムチーム全員で決めたチームの約束事を決める

アジャイル開発・スクラムの知識レベ
ルの平準化

• スクラムチームとステークホルダー（PMO等）において、アジャイル開発・スクラムの価値観やイベントの
進め方等に関する知識レベルを揃える

スクラム関連 初期プロダクトバックログの作成 • ユーザーストーリーマッピング等の手法を用いて、初期のプロダクトバックログを作成する

リリースバーンダウンチャートの作成 • スクラムチームが行うべき作業をストーリーポイント※3で見積り、その推移を時間軸で可視化するグラフを作成
する

スクラムイベントの設計 • スプリント期間やスプリントで実施するスクラムイベント（スプリントプランニング等）の実施時間を決める

完成の定義の作成 • プロダクトオーナーと開発者が中心となり、プロダクトの完成の定義を作成する

技術関連 システムアーキテクチャの概要策定 • 大まかなシステムの構成要素や各要素の機能や相互関係を決める

リリースプロセス • プロダクト開発において開発環境から本番環境等にリリースするまでの一連の流れ（開発環境の準備や
ブランチ戦略の定義等の開発の進め方に関する設計も含む）を整理する

ツールセットの準備 • ソースコードの格納場所（リポジトリ等）の作成、設計書等のドキュメント格納場所の整理を行う

ドキュメント設計 • どの時期にどのドキュメント（テスト計画、品質担保計画等）を用意すべきかを決める

※1「東京都アジャイル型開発に係るプレイブック」を指す
※2 これらの内容は「インセプションデッキ」の一部であり、ここに記載しているもの以外でもインセプションデッキの項目は存在することに留意
※3 作業アイテムの大きさと複雑さの目安となる基準のことを指す

論点②に対する仮説は以下のとおりです。



19

３．今後のスケジュール
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3-1. 次回の開催日とアジェンダ

次回、第８回有識者検討会（２月13日（金）開催予定）では、「パイロットプロジェクトとして

適切と考えられる要件、組織のナレッジ蓄積・活用」というテーマで議論していただきます。
回次 タイトル アジェンダ案日時

第1回
昨年度の振り返りと今年度のゴール
設定と有識者検討会の位置づけの確認

• 令和７年度 情報システム調達におけるアジャイル開発やオープンソース化等に係る調査等業務について
• 有識者検討会について
• 今後の論点の確認
• 今後のスケジュール

10/31（金）
15:00~16:00

第2回
官公庁特有の制約事項、ハイブリッド
開発のリスク対策、アジャイル開発
採用環境整備に向けたロードマップ

• 官公庁特有の制約（予算、品質保証、意思決定等）の洗い出し
• アジャイル開発とウォーターフォール開発のハイブリッド開発実践のリスクとその対策
• アジャイル開発の採用可能な環境整備に向けたロードマップ（案）の検討

11/7（金）
13:00~15:00

第3回
アジャイル開発に適した調達、
契約形態

• 調達におけるアジャイル開発の採用に向けた予算確保と見積り方法
• アジャイル開発に適合する契約
• 準委任契約（履行割合型）における検査（検収）

11/26（水）
15:00~17:00

第4回
アジャイル開発を実行するチームの
構築

• プロダクトオーナー選定条件と育成施策
• ベンダーに求められる能力・経験
• スクラムチームの安定化に向けた対策

12/8（月）
14:00~16:00

第5回 アジャイル開発チームの支援体制
• 官公庁でのアジャイル開発における品質保証の推奨パターン
• デジタル庁におけるアジャイルCoEの機能・役割・フェーズ別運用
• アジャイル開発におけるシステム監査

12/24（水）
15:00~17:00

第6回
大規模アジャイルにおけるポイント、
アジャイル開発実践の評価、
デジタル庁アジャイル開発体制

• 大規模アジャイル開発実践におけるポイント
• スクラムチームに対する評価
• デジタル庁におけるアジャイル開発体制

1/8（木）
10:00~12:00

第7回
会計監査・会計検査、
最初のスプリント開始前の準備事項

• アジャイル開発における会計監査・会計検査における留意事項
• 最初のスプリント開始前の準備事項

1/28（水）
15:00~17:00

第8回
パイロットプロジェクトとして
適切と考えられる要件、
組織のナレッジ蓄積・活用

• アジャイル開発のパイロットプロジェクトとして適切と考えられる要件
• アジャイル開発に関する組織のナレッジ蓄積・活用

2/13（金）
14:00~16:00

次
回
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